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10月６日（月）に関東地方を直撃した台風 18号の大雨により、横浜市内各所で土砂崩れが発生し、

中区と緑区では貴重な人命が奪われる被害が発生しました。旭区内では帷子川の増水に伴い、川井本町

の一部地域に区内では初となる「避難勧告」が発令されたほか、５か所でがけ崩れが発生しました。 

最近では想定を超える自然災害によって多くの命が奪われています。いつ起こるかもしれない記録的

豪雨による土砂災害などから身を守るため、私たちが日ごろから心がけておくべき項目をまとめました。 

 大雨が降ってきたら・・・ 
① こまめな情報収集を 

 

 

 

 

② 集中豪雨に注意する 

突発的な集中豪雨は情報の入手すら困難。 

普段から雨の様子をチェック。 

③ がけの様子に注意する          ④ 無理せず安全な避難を 

がけ崩れの前兆現象：小石がパラパラ落下  避難するときは動きやすい服装で 

斜面に新たな湧水が発生・湧水のにごり  ２人以上での行動を心がける 

 こんなときどうすればいいの？ 
気象情報の発表  避 難 情 報 

大雨 

注意報 

大雨によって災害が起こる恐れ

があると予想される場合 

 
災害対策警戒本部 

【みなさんの行動】 

   【避難準備情報】 
災害による人的被害の発

生する可能性が高まった

状況 

お年寄り、子ども、障害のあ

る人など、避難に時間を要す

る方は早めに自主的な避難

行動を開始してください。 
大雨警報 

大雨によって重大な災害が起こ

る恐れがあると予想される場合 

設

置 

   【避難勧告】 
災害による人的被害の発

生に関する可能性が明ら

かに高まった状況 

避難所などへ避難行動を開

始して下さい。避難所への避

難が困難な場合は建物の２

階以上に緊急的に避難を。 

土砂災害

警戒情報 

大雨による土砂災害発生の危険

性が高まった時に、神奈川県と

横浜地方気象台が共同で発表 

 

   【避難指示】 
切迫した状況であり、災

害による人的被害の発生

する可能性が非常に高い

と判断された状況 

避難所などへ直ちに避難し

てください。避難所への避難

が困難な場合には建物の２

階以上に緊急的に避難を。 

大雨特別

警戒 

台風や集中豪雨により数十年に

一度の大雨が予想される場合に

発表。身を守るために最善を尽

くす 

 

 防災パンフレットの活用を！（いずれも問合わせは旭区役所総務課９５４－６００７まで） 

① 土砂災害ハザードマップ：がけ崩れが発生した場合に被害を受ける恐れのある区域を示す 

② 洪水ハザードマップ：帷子川水系の河川の氾濫や堤防が決壊した場合の浸水想定区域を示す 

台風１８号の大雨に伴う被害状況 
（旭区速報値：10／７旭区役所より） 
● 人的被害 ：なし 
● 床上浸水：９件、床下浸水：９件 
● がけ崩れ：５件（擁壁の崩壊など） 
● 道路陥没：２件、道路冠水：１件 
● 避難勧告：川井本町の 109世帯 327 名 

が対象。（実際の避難者は 12名） 

さらに大雨が続くと 
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 横浜市における中学校昼食に関するアンケート結果について 

 
 
 
横浜市ではこれまで、子育てに関する不安や負担

を軽減し、働きながら子育てができる社会の実現に 
向けて、様々な施策を講じてきました。その結果、
平成25年4月には保育所待機児童ゼロを達成する
とともに、子育て支援拠点の 18区展開を行うなど、
施策の効果が徐々に表れつつあります。 
一方で、若い世代の方々がどこに住むかの検討を
する際には、様々な自治体の子育て施策を比較して
決定している傾向があります。その中でも、自治体
間による格差が際立っているのが、「小児医療費の助
成制度」です。これは子どもの医療費（入院・通院）
が一定年齢まで無料になる制度で、右表に示す通り、
自治体によって対象年齢や所得制限の有無が異なっ

ています。 
横浜市では民主党横浜市会議員団の強い要望もあ
り平成 24 年 10 月に通院の対象年齢が１歳引き上
げられましたが（就学前⇒小学１年まで）、残念なが
ら未だに県内最低水準という状況です。 
子育て世代の実質所得が伸び悩む中、都市間競争で優位に立つためにも、横浜市における本制度の
適用年齢の拡大と、所得制限の撤廃が急務です。こがゆ康弘は来年度予算の編成・審議に関し、本件
の実現に向けて鋭意取り組んでまいります。 
 

 
 

 ようやく児童生徒・保護者・教職員などを対象とするアンケートが実施されました 
本年 6月から 7月にかけて学校関係者（小学校 6年生から高校 1年生までの児童・生徒、保護
者、中学校教職員）と市民を対象として中学校昼食（給食）のニーズや要望等を調査するための
アンケートが実施されました。対象者 8,400 人に対して 6,493 人からの回答が得られ（回答率
74.6％）、中学校昼食に対する関心の高さが改めて確認されました。 

 アンケート結果は全体の約７割が中学校昼食の実施を希望 
①右図のような昼食を注文したいと思いますか？ 
⇒注文したい：71.0％、 注文したくない 22.3％ 

②いくらなら注文したいと思いますか？ 
⇒300円台：46.4％、 400円台：38.5％ （合計 84.9％） 

③何回くらい注文したいと思いますか？ 
⇒月数回：32.9％、 週 1～2日：29.7％、 毎日：13.9％ 

 中学校昼食（デリバリー方式）と家庭弁当とを選択できる
仕組みの実現を目指して議論をしていきます 
アンケート結果から、多くの児童生徒・保護者などが中学校昼食 

を希望していることがわかりました。こがゆ康弘は、これからも「デリバリー方式」での昼食の
提供と家庭弁当とを選択できる仕組みの実現に向けて鋭意取り組んでまいります。 

 

都市名 対象年齢 
所得制限 
の有無 

横浜市 小学校１年生まで 
あり 

（0歳は無） 

東京 23区 
さいたま市 
名古屋市など 

中学校３年生まで 無し 

大阪市 中学校３年生まで 
あり 

(2歳まで無） 

厚木市 
海老名市 

中学校３年生まで 無し 

平塚市 
鎌倉市 

小学校６年生まで 
あり 

(就学前は無) 

相模原市 
横須賀市 

小学校３年生まで 
（横須賀市は来年度から
小 6まで拡充予定） 

あり 
（0歳は無） 

川崎市 
小学校１年生まで 
（市長は小 6までの無料
化を選挙公約としている） 

あり 
（0歳は無） 

小児医療費（通院）助成制度の自治体間比較 

【趣 味】 
釣り、ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ 
読書、模型製作… 
【資 格】 
１級土木施工管理技士 
コンクリート技士 

13 年間の民間企業勤務を経て、横浜市政を志す。 
２００６年初当選（現在３期目） 
【2014年度】 
常任委員会：経済・港湾委員会 
特別委員会：大都市行財政制度 

特別委員会 
議会運営委員会（副委員長） 

 
待機児童数は減少したが…横浜市の子育て支援は本当に充実しているか？ 

横浜市の想定する「栄養バランスが
とれた温もりのある昼食」の一例   


